回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
1．【大阪府の役割】
2016年12月に公布された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下、「教育機会確保法」という）にあるように、公立夜間中学校の必要性の認識と増設・充実にむけた動きが国段階で明らかにされている。以下、大阪府としての責務と役割をどのように認識しているのかを明らかにすること。
（１）「2020年国勢調査」の基本集計によると、少なくとも全国の義務教育未修了の人数が89万8748人であることが明らかになった。大阪府教育庁として、大阪府内全市町村別の「未就学者」と「最終卒業学校が小学校」の人数を十分にふまえたうえで、基本的人権としての「学ぶ権利」や「学ぶ機会」を保障する観点から、重要な役割を担っている「夜間中学校」の空白区域解消にむけて、国や各市町村と連携した大阪府のとりくみを明らかにすること。


	（回答）

○　中学校夜間学級では、様々な理由により義務教育を修了できなかった方々が、府内全域から８市11校に通い、熱心に学んでおられます。こうした方々に、義務教育の機会を提供する夜間学級の役割は重要であると認識しております。

○　府内市町村との連携については、11月に大阪府夜間中学連絡協議会を開催し、広報の重要性を伝えるとともに、各市町村における効果的な広報について共有する予定です。

○　国に対しては、夜間学級においては、生徒個別のニーズが多岐にわたっていることから、広く学校運営に関して、夜間学級として独自の位置づけが可能となるよう関連法令、制度等の整備を講じるよう要望を行っているところです。


	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課










回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
1．【大阪府の役割】
2016年12月に公布された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下、「教育機会確保法」という）にあるように、公立夜間中学校の必要性の認識と増設・充実にむけた動きが国段階で明らかにされている。以下、大阪府としての責務と役割をどのように認識しているのかを明らかにすること。
（２）大阪府内の夜間中学校の50年以上にわたる歴史と基本的人権としての「学ぶ権利」の保障という意義をふまえ、「だれ一人取り残されない教育」の観点から、その歴史的経緯や必要性を「教育振興基本計画」や『きょういくハンドブック』、大阪府人権白書『ゆまにてなにわ』などに明記し、夜間中学校教育の推進のための施策を具体化すること。


	（回答）

○　府教育庁としましては、すべての人に義務教育の機会を保障する夜間中学の必要性や、夜間中学について多くの方に伝える重要性等を認識しています。これまでも大阪府夜間中学連絡協議会や、府教育庁のホームページ等で伝えてきたところであり、引き続き、掲載する媒体や内容等、さらなる発信について検討していきます。










	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課










回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
1．【大阪府の役割】
2016年12月に公布された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下、「教育機会確保法」という）にあるように、公立夜間中学校の必要性の認識と増設・充実にむけた動きが国段階で明らかにされている。以下、大阪府としての責務と役割をどのように認識しているのかを明らかにすること。
（３）大阪府内の現8市11校は府内全域から受け入れているという、いわば「府立」夜間中学校としての位置づけでなければならない。そのため、大阪府内の夜間中学校のさらなる教育充実にむけて、大阪府として設置市および生徒居住市町村への支援を具体的におこなうこと。

	（回答）

○　府教育庁としましては、設置８市の夜間学級が円滑・適正に運営されるよう、必要な指導・助言・援助を行う役割があると認識しており、これまでも夜間学級設置市の担当課長会議を開催し、課題を共有化するなど調整に努めてまいりました。今年度も８月29日にすべての設置市の参加により実施したところです。

○　また、すべての市町村が夜間学級に対する認識を深める必要があることから、大阪府夜間中学連絡協議会を開催するとともに、府教育庁が夜間学級を訪問する際には、生徒居住市町村を含むすべての教育委員会に訪問を呼びかけ、夜間学級の理解促進に努めてまいりました。今年度も９月末までに５校を訪問し、居住市町村教育委員会及び府教育庁関係者延べ55名が参加しました。

○　夜間学級の広報につきましては、生徒募集に関する案内ポスター・チラシを作成・配付する等の支援をしてまいりました。今年度は、学びを必要としている方により情報が届くよう、広報の多言語化の拡充（20言語から22言語へ）を行います。2025（令和７）年11月に配付するよう準備を進めているところです。

○　加えて、府域７校すべての夜間学級に、生徒に日本語を教えたり、授業中に学習補助を行ったりする日本語指導支援員を各１名配置するとともに、月１回スクールカウンセラーを配置しています。

	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課






回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
1．【大阪府の役割】
2016年12月に公布された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下、「教育機会確保法」という）にあるように、公立夜間中学校の必要性の認識と増設・充実にむけた動きが国段階で明らかにされている。以下、大阪府としての責務と役割をどのように認識しているのかを明らかにすること。
（４）全国的に夜間中学校増設が推進されているなか、大阪市において交通の便がよい天王寺夜間と文の里夜間が廃校となった。廃校に伴って、通学する生徒の除籍者数が増加するなど、その与える影響は大きい。また、大阪市南部や東南部のみならず、南河内地区など大阪市以外の広範囲から通学が困難になったことをふまえ、大阪府として、夜間中学校での学びを希望する人々の学習機会を保障する支援策を講ずること。


	（回答）

○　夜間学級の設置については、各市が必要性に基づき二部授業の届出をしているものと認識しております。

○　府として設置市教育委員会と連携し、各夜間学級での教育活動が充実するよう引き続き支援に努めてまいります。









	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
1．【大阪府の役割】
2016年12月に公布された「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下、「教育機会確保法」という）にあるように、公立夜間中学校の必要性の認識と増設・充実にむけた動きが国段階で明らかにされている。以下、大阪府としての責務と役割をどのように認識しているのかを明らかにすること。
（５）徳島県・高知県など都道府県立の夜間中学校が設置されている。近辺に夜間中学校が設置されていない地域（南河内地区・三島地区）には、義務教育未修了者にたいする大阪府のとりくみとして、府立の夜間中学校設置もふくめて、早急に検討すること。


	（回答）

○　現在、大阪府内には８市11校に中学校夜間学級が設置されており、府教育庁では、夜間学級設置市の担当課長会議を開催し課題を共有化するなど、設置８市の夜間学級が円滑・適正に運営されるよう努めております。

○　また、義務教育未修了者を含め、中学校夜間学級での学びを必要としている方に情報が届くようにするため、ちらしやポスターの掲示、府政だより等の広報に努めており、今後も継続していく予定です。









	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
2．【就学保障】
教育機会確保法では、義務教育未修了者に「義務教育段階における普通教育」の提供を求めている。府内の義務教育未就学者や未修了者の実態もふまえ、夜間中学校在籍期間中の就学援助を保障すること。なお、現在在籍している生徒のなかで、居住市町村の違いによって在籍期間中に保障されていないことがある場合は、改善をはかること。

	（回答）

○　府教育庁は、夜間学級設置市の担当課長会議を開催し課題を共有化するなど、設置８市の夜間学級が円滑・適正に運営されるよう努めております。

○　就学援助制度については、国に制度がなく、他の都道府県に夜間学級への就学援助に補助しているという例がない中で、大阪府は援助を必要とする生徒に、就学の機会が保障されるよう、1971（昭和46）年から設置市に対して補助を行ってきましたが、府と市町村の役割分担の観点から、2008（平成20）年度に夜間学級生徒への就学援助制度を生徒居住市町村に実施していただいているところです。

○　就学援助の国庫補助について、2017（平成29）年８月25日に開催された2017（平成29）年度夜間中学説明会において、夜間中学に通う生徒に対する就学援助について、「学齢を超えていても援助の対象とすることはでき」、「それぞれの市区町村の条例・規則等で定めた認定基準に基づいて、教育的配慮から認定したものであれば国庫補助の対象」となる旨の回答が、文部科学省からありました。しかし2024（令和６）年度の国庫補助の申請にあたり、同省から「学齢児童生徒以外は対象外」との連絡がありました。そのため、2017（平成29）年度夜間中学説明会における対応の継続と経緯の説明等を求めましたが、文部科学省からの回答は得られていません。

○　府教育庁としましては、国に対し、現行の就学援助制度について、制度の改善を要望してきたところであり、今後も機会をとらえて、学齢期を超えた夜間学級生徒や帰国・渡日生徒も対象となるよう、国に要望してまいります。


	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課






回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（１）継続して教頭と養護教諭を配置すること。


	（回答）

○　夜間学級を設置する中学校に対しましては、教頭の複数配置や必要に応じて非常勤講師の配置を行ってまいりました。

○　引き続き、教育水準が低下することのないよう、適切な人員配置に努めてまいりたいと存じます。

○　また、夜間学級に専任の養護教諭を配置することにつきましては、非常に難しいところですが、学校事情を配慮し、単年度の措置として養護教諭を加配しているところです。











	（回答部局課名）
教育庁　教職員室　教職員人事課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（２）教科調整時間講師を従来どおり確保すること。


	（回答）

○　教科調整時間の確保につきましては、必要により非常勤講師の時間数を配分してきたところです。

○　引き続き、非常勤講師を有効に配置する中で、夜間学級における教科調整時間の確保が図られるよう努めてまいりたいと存じます。















	（回答部局課名）
教育庁　教職員室　教職員人事課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（３）専任の事務職員を配置すること。


	（回答）

○　事務職員の配置につきましては、法令に基づき、当該学校の学級数を基本に配置しているところです。

○　夜間学級の生徒に対する各種証明書の発行等の事務につきましては、専任で配置している教頭や夜間学級の教員、あるいは当該学校の事務職員による協力体制の中で、対応していただいている現状があり、夜間学級に専任の事務職員を配置することにつきましては、非常に難しいところですが、学校事情を配慮し、事務職員が法令上単数配置で夜間学級を設置している学校につきましては、単年度の措置として事務職員を加配しているところです。











	（回答部局課名）
教育庁　教職員室　教職員人事課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（４）日本語指導の必要な生徒の指導・支援のための人的措置をおこなうこと。


	（回答）

○　府として、府域７校すべての夜間学級に、生徒に日本語を教えたり、授業中に学習補助を行ったりする日本語指導支援員を各１名配置しているところです。

○　2012（平成24）年４月１日施行「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」等の一部改正により、加配教員の配置については、所管する市町村教育委員会を通じたヒアリング等により、日本語指導が必要な児童生徒についての状況を把握し、適切に教員の配置を行っています。

○　国に対して、夜間学級においては、生徒個別のニーズが多岐にわたっていることから、広く学校運営に関して、夜間学級として独自の位置づけが可能となるよう関連法令、制度等の整備を講じるよう要望を行っているところです。

○　また、国定数の確保に最大の努力を払うとともに、今後とも、学校の実態を踏まえ、その重点的・効果的な配置を行っていく中で、適切な対応を図ってまいります。





	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課
教育庁　教職員室　教職員人事課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（５）SCやSSWの配置を拡充させること。


	（回答）

○　不安や悩みを持つ生徒の個別の教育相談及び教員への助言を行うことができるよう、スクールカウンセラーについては月１回配置するとともに、スクールソーシャルワーカーについては、市が主体的に配置を行えるように府より補助を行っているところです。
















	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（６）夜間中学校に関連する研修を計画的におこない、広く周知すること。


	（回答）

○　府教育センターでは、個別の人権課題について当事者から学ぶ「出会いから学ぶ人権学習」の研修を実施しています。今年度は中学校夜間学級をテーマにとりあげ、その取組みやそこで学ぶ生徒の背景にある人権課題について学ぶ研修を12月に実施する予定です。今後とも、多様な人権課題について研修を実施してまいります。
















	（回答部局課名）
教育庁　教育振興室　高等学校課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
3．【教育条件整備】
夜間中学校で学ぶ生徒の学力を保障するため、夜間中学校独自の加配等をはじめ、教職員配置や学級編制の改善、教育活動を充実させるための予算措置を国に要望するとともに、大阪府として予算措置をおこなうこと。
（７）夜間中学校に対する旅費配当を継続・拡充すること。


	（回答）

○　各学校への旅費配当については、学校で策定していただいた年間執行計画をもとにして措置しているところでございます。

○　夜間中学校において必要となる旅費についても、年間執行計画に計上していただいておりますので、必要額については概ね配当できていると考えております。

○　なお、特別の事情等により、旅費の配当額以上に執行が必要となる場合については、個別に事情をお聞きし、一定の配慮を行っているところでございます。

○　今後とも、生徒の安全確保や生徒指導など、教育課題に対応する旅費について、引き続き予算の確保に努力してまいりたいと存じます。









	（回答部局課名）
教育庁　学校総務サービス課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
4．【識字に関する施策】
「国連識字の10年―すべての人々に教育を」の、「すべての人々に教育を」やSDGsの「誰一人取り残さない」という理念にたった、大阪府・大阪府教育庁としての識字教室の成果と直面した課題をふまえ、夜間中学校識字教室や日本語教室などの学びの場の保障、識字施策の充実のため支援すること。また、「大阪府識字施策推進指針（改訂版）」に示されている「関係市教育委員会および関係部局と連携をはかりながら、中学校夜間学級としてのあり方もふくめた検討をおこない、その学校教育活動の充実につとめる」ことに関わる、大阪府としての課題解決にむけて今後の具体的なとりくみを継続すること。加えて、国と連携して非識字者の学習の場を保障するよう強く要請すること。


	（回答）

○　「国連識字の10年　すべての人々に教育を」が終了した翌年の2013（平成25）年度には「大阪識字・日本語協議会」（事務局：府教育庁）を設立して、それまでの５者（大阪府、大阪市、堺市、大阪府人権協会、識字・日本語連絡会）連携体制を維持するとともに、民間により運営することとなった「識字・日本語センター」と協働し、センターの７つの機能である「啓発」「情報収集・発信」「相談」「教材開発・提供」「調査・研究」「研修」「ネットワークづくり」の取組みを進めてまいりました。

○　2015（平成27）年度には「大阪識字・日本語協議会」で行政やそれぞれの団体・機関が課題解決に向けて取組みを進めることができるよう、「大阪府内における識字・日本語学習活動促進のための課題整理報告書」をとりまとめました。これに基づき、引き続き、識字・日本語教室の活動を支援するなど、識字施策の充実に努めてまいります。

○　また、2020（令和２）年度からは国の「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」を活用して、地域で活動する識字・日本語教室の支援力の強化に努めています。

○　併せて、「よみかきこうりゅうかい」、ブロック別の教室見学会や交流会、市町村識字・日本語学習担当者連絡会議等を実施し、行政間や教室間、行政と教室の連携を図り、地域の実情に応じた識字・日本語教室の活動を支援する取組みを進めるよう各市町村に働きかけています。

○　また、国への働きかけとして、文部科学省が開催する都道府県・政令指定都市日本語教育担当者連絡会議等に参加し、大阪府の現状を伝え、今後も非識字者の学習の場を確保する事業の充実を要請してまいります。

○　夜間学級の教育活動の充実に向けては、関係各課（教育総務企画課、教職員人事課、人権教育企画課、保健体育課、高等学校課、支援教育課、地域教育振興課、府教育センター人権教育研究室）や設置市教育委員会、生徒居住市町村教育委員会と連携した学校訪問等で、生徒の思いに直接触れる機会を大切にし、学校での生徒の学びの状況や願い等の把握に努めています。今後も、関係各課及び設置市教育委員会と現状について共通認識を図ってまいります。


	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　地域教育振興課
教育庁　市町村教育室　小中学校課










回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
5．【設置市との連携・支援】
夜間中学校の新増設にむけて、94年2月22日の確認を遵守し、設置市教育委員会より申請があれば、「文科省手引」をはじめ「大阪府人権教育推進計画」にもとづいて引き続きとりくむとともに、大阪府教育庁の「人権教育基本方針」「人権教育推進プラン」をふまえ、誠実に対処すること。また、夜間中学校の教育条件の充実にむけ、関係部局にはたらきかけるとともに、政令市を含む設置市教育委員会のとりくみの把握と支援につとめること。


	（回答）

○　中学校夜間学級は、設置市教育委員会がその必要性に基づき二部授業の届出をすることになっています。府教育庁としましては、1994（平成６）年２月の四項目の遵守を前提として、設置市教育委員会と事前の協議を行った上で届出を受けることとしています。

○　今後とも、中学校夜間学級のあり方については、「大阪府人権教育推進計画」「人権教育のための世界プログラム」ならびに「人権教育基本方針」「人権教育推進プラン」等を踏まえ、適切に対処してまいります。

○　教育条件の整備については、設置市教育委員会にお願いをし、使いやすい施設整備等の改善も徐々に進んでいるところです。今後も各校の状況を学校訪問やヒアリングにより把握するとともに、教育条件の整備充実に向け、関係各課に働きかけてまいります。併せて、設置市の負担の状況及び関係市町村の状況の把握に努めてまいります。




	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
6．【合理的配慮】
しょうがいを理由に就学を「免除」「猶予」された人々やしょうがいのある生徒が学ぶ夜間中学校に対して、義務教育の完全保障の観点にたち、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律」や、「第5次大阪府障がい者計画」（合理的配慮の実践や支援の拡充等）をふまえ、しょうがいのある生徒が修学旅行などの宿泊を伴う行事や校外での学習に参加できるよう、人的支援などをおこなうこと。また、しょうがいのある生徒の通学介助に関わり、生徒が日々通学できるように、地域支援事業の活用などを含めて、人的支援などをおこなうこと。


	（回答）

○　夜間学級が、障がいのある方々についても、その希望に応じ、中学校教育を受けることのできる機会として、その役割を担っていただいていることについては十分認識をしております。夜間における支援学級については、2025（令和７）年度は、東大阪市、八尾市のそれぞれ１校に設置されています。

○　しかしながら、障がいのある生徒に対する加配措置につきましては、全て大阪府の単独措置となりますので、現状では難しい状況です。










	（回答部局課名）
教育庁　教職員室　教職員人事課
教育庁　教育振興室　支援教育課









回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
7．【給食】
教育機会確保法により、地方公共団体には教育機会の確保等に関する施策を実施するための必要な財政上の措置を講じることが求められている。とりわけ、大阪府内の昼間の中学校で無償化も視野に入れた給食実施がすすんでいる実態をふまえ、夜間中学校においては就学援助制度同様に居住市町村負担を導入することも含め、設置市教育委員会に補食給食の維持・復活にむけて、フードバンクの活用などを含め具体的支援や働きかけをおこなうこと。


	（回答）

○　中学校夜間学級における給食につきましては、過去から「補食給食については、生徒同士のコミュニケーションの場として大切であり、その意味では非常に重要であると考えている」との認識を示しているところであり、そのスタンスや認識に変更はございません。

○　中学校夜間学級の給食については、現在、４市５校にて、設置者である市の責任において補食給食が実施されておりますが、大阪府からの補助については、大阪府と市町村の役割分担の観点から、その実施・運営を市町村にお任せすることといたしましたので、大阪府として補助を復活させることは難しい状況でございます。

○　補食給食の実施に係る費用について、設置市町村が負担をするのか、居住地市町村が負担をするのかについては、まずは補食給食が実施されている前提の話ですので、今後も府教育庁として、補食給食を実施している市に対しては、その維持・継続についてお願いをしていくとともに、補食給食を廃止した市に対しては、その再開について、毎年開催しております中学校夜間学級主管課長会の場などにおいて、引き続きお願いをしてまいりたいと考えております。


	（回答部局課名）
教育庁　教育振興室　保健体育課










回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
8．【広報活動の強化】
夜間中学校を必要としているすべての人の学習権を保障する観点にたち、夜間中学校についての広報活動を強化すること。
（１）大阪府内の夜間中学生が参加する連合運動会や作品展、新入生歓迎会など、大阪府全体の学校行事で使用する会場の確保等を大阪府教育庁としておこなうこと。また、ポスター等については、今後も継続して作成・配布ができるよう予算措置をおこなうこと。あわせて夜間中学や生徒募集に関する府ホームページや府内すべての市町村広報への掲載を拡充し、多言語対応も含め有効に活用していくこと。


	（回答）

○　学齢期にさまざまな理由によって義務教育を修了することができなかった、または、実質的に教育を受けることができなかった方々に中学校夜間学級を知っていただくため、広報活動の強化を図ることは重要であると認識しています。

○　府教育庁のホームページでの広報、夜間学級入学案内を全市町村に配付する等の広報活動に加えて、今年度も府政だよりを活用して周知を行う予定です。

○　夜間学級の案内に関するポスター・チラシについては、府内全域に周知する観点から、引き続き予算措置を行うとともに府教育庁が作成し、府内の全市町村教育委員会や公立中学校へ2025（令和７）年11月に配付できるよう準備を進めているところです。今年度は、学びを必要としている方により情報が届くよう、広報の多言語化の拡充（20言語から22言語へ）を行います。また、全ての市町村教育委員会に対しても広報を行うよう要請を行い、広報紙への入学案内の掲載など対応していただいています。11月に大阪府夜間中学連絡協議会を開催し、広報の重要性を伝えるとともに、各市町村における効果的な広報について共有する予定です。

○　併せて、府の配架広告ラックを置いているコンビニエンスストアにチラシを配架したり、府内の電光掲示板等を活用したりして周知を行う予定です。


	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課







回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
8．【広報活動の強化】
夜間中学校を必要としているすべての人の学習権を保障する観点にたち、夜間中学校についての広報活動を強化すること。
（２）夜間中学生への情報提供者になりうる支援者(教職員・福祉関係者・自治会関係者・国際交流関係者など)への研修や周知をおこなうこと。


	（回答）

○　各市町村教育委員会の人権教育担当者等の中学校夜間学級に対する見識を深め、各市町村での相談体制や研修の充実に資するよう、大阪府夜間中学連絡協議会を実施しているところです。

○　また、市町村の地域福祉担当者会において中学校夜間学級について周知するとともに本年度は大阪・関西万博において、７月30日に「識字・夜間中学展」を開催し、広く周知するなど、夜間学級の認知度向上に取り組んでいます。

○　なお、大阪府国際課（国際交流財団）と連携し、やさしい日本語版の入学案内も作成しています。

○　府教育センターでは、教職員の人権意識の向上をめざして個別の人権課題についてパネル展を実施しています。

○　2018（平成30）年度及び2019（令和元）年度は「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律」の施行を受けて、中学校夜間学級をテーマにとりあげ、そこで学ぶ生徒の作品等を展示しました。今後も多様な人権課題をテーマに展示を実施してまいります。また、今年度は初任者・新規採用者に中学校夜間学級について周知するため、研修時に小中学校課作成の「夜間中学生募集」チラシを配付しました。


	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課
教育庁　教育振興室　高等学校課







回　　　　　　答

団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
9．【卒業後の進路保障】
夜間中学校卒業生の進路保障をすすめること。支援学校高等部既卒者が夜間中学校で学び直した後、定時制高校等へ入学できるようにするなど、すべての夜間中学生の進路保障につながる制度改善をおこなうこと。また、夜間中学校卒業生の進路保障として、夜間定時制高校・多部制単位制高校などにおける展開授業や日本語指導等に対する人的保障をおこなうこと。

	（回答）
○　大阪府立高等学校においては、高等学校や支援学校高等部等を一度も卒業したことのない方の就学の機会を確保するという観点から、その応募資格を定めています。

○　満21歳以上の志願者に対する特別措置については、定時制の課程において、「卒業後相当期間を経過している者にとって、中学校時代の成績を評価するのではなく、卒業後に得た経験や知識にも配慮することが好ましいと考えられること」、「生徒指導要録の保存期間が５年間であり、満21歳以上の志願者の調査書が作成できない場合が生じること」などの理由により行っています。

○　また、二次入学者選抜における定時制の課程の合格者の決定については、選抜実施要項において「定められた合格者の決定方法に従うことが実際上はなはだしく困難な場合は、教育委員会の承認を受けてこれを変更することができる」としているところであり、これを踏まえ、今後においても校長を指導してまいります。

○　一度高等学校等を卒業し、中学校夜間学級で学び直しをされた方等、いわゆる既卒生の受入れについては、夜間定時制の課程において学びが継続できるよう、2025（令和７）年度から編入学による受入れを可能としたところです。

○　夜間定時制の課程及び多部制単位制高校においては、より柔軟な単位修得が可能となるよう単位制・二学期制をとっています。

○　日本語指導については、国の加配を活用して、本年度は８校に対して18名の教員を加配しているところです。なお、夜間定時制・多部制単位制高校等では、多様な授業を同時に展開することから、非常勤時間数の配当を行っているところですが、今後もヒアリング等を通じて、各学校の実情をていねいに把握し、適切に対応してまいります。

	（回答部局課名）
教育庁　教職員室　教職員人事課
教育庁　教育振興室　高等学校課





回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
10．【生徒の健康】
（１）夜間中学校に高齢の生徒やさまざまな国籍の生徒が多く在籍している実態をふまえ、現行健康診断および保健室の実態を点検するとともに、大阪府内の全夜間中学校に保健室が設置されるよう、設置市教育委員会に指導すること。


	（回答）

○　高齢の生徒や、国籍や宗教、生活習慣の違いなど、健康診断そのものに対する抵抗感を持つ生徒も少なくない中、夜間学級を設置している各市教育委員会及び各中学校においては、検診時に大きな声でゆっくりと話したり、問診票の文字の拡大やふりがなを振るなど、生徒が受診しやすくするための様々な工夫を行い、対応いただいているところです。また、慢性疾患のある生徒については、学校医が行う健康相談や養護教諭が行う健康相談活動など、積極的に関わっていただいています。

○　保健室の設置等については、設置者である市町村教育委員会が中学校設置基準及び中学校施設整備指針に基づき整備しているものです。府内中学校夜間学級の保健室については、校舎等の関係で一部においては、昼間の中学校との併用はあるものの、すべての中学校において設置されています。併用している中学校においても生徒の出入口や処置場所を別々にするなど中学校夜間学級の生徒が利用しやすいよう工夫されています。






	（回答部局課名）
教育庁　教育振興室　保健体育課











回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
10．【生徒の健康】
（２）夜間中学校で学ぶ生徒の実態に見合った健康診断・相談活動がおこなわれるよう、設置市教育委員会に指導すること。とくに、年齢にあわせて健康診断の受診項目を増やすこと。


	（回答）

○　健康診断の検査項目は、学校保健安全法施行規則第六条第１項に規定されておりますが、地域や学校の実情に応じて、同項に規定している検査項目以外の項目を実施することも可能です。この場合は、健康診断の趣旨や目的に沿って、学校の設置者および学校の責任で、その実施の目的等と、義務付けではないことを明示し、保護者等に周知した上で、保護者等の理解と同意を得たうえで、実施することが必要です。













	（回答部局課名）
教育庁　教育振興室　保健体育課











回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
10．【生徒の健康】
（３）健康診断やスポーツ振興センターなどに関連する説明文書や資料について在籍生徒の母語での翻訳をおこなうこと。



	（回答）

○　健康診断に関しては、学校保健安全法上、設置者に実施義務があり、各設置者で作成した様式等により実施されております。府立学校においては、結核検診問診表、心臓疾患調査表等に関して、数種類の言語に翻訳したものを作成しております。

○　また、スポーツ振興センターに関する書類に関しては、「独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害給付制度への加入について」（同意書参考例）の英語訳のものがホームぺージに掲載されております。














	（回答部局課名）
教育庁　教育振興室　保健体育課










回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
11．【夜間中学校への受け入れ】
学齢超過者(若年)に対して安易に夜間中学校への就学をすすめるのではなく、対象者の教育を受ける権利を尊重し、本人や家族の希望、意向を十分に配慮した丁寧な対応がおこなわれるよう、市町村教育委員会にはたらきかけること。また、学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）等に関わり、学齢期の子どもの夜間中学校への受け入れについては、懸念される課題もあることから、慎重を期すよう、市町村教育委員会にはたらきかけること。


	（回答）

○　学齢超過者の就学について国の見解は、「学齢を超過している者には就学の義務はなく、教育委員会として受け入れる義務はないが、本人の事情や学校の収容能力、他の児童・生徒への影響等諸般の事情を考慮して、適当と認められる場合にはその就学を許可することができる。」としています。学齢超過者の受け入れを許可するかどうかは、本人の事情や受け入れる学校の状況などが異なることから、市町村教育委員会が個別の事情に応じて判断しているものと考えています。

○　府教育庁としては、市町村教育委員会に対して、学齢超過であるからという理由だけで安易に夜間学級へという判断ではなく、昼間の中学校での受け入れも検討した上で判断するよう働きかけています。また、各市町村からの相談に対しても、生徒・保護者の希望を考慮して丁寧に対応するよう引き続き働きかけてまいります。

○　国は、夜間中学における教育課程特例について、不登校となっている学齢生徒が希望する場合には、夜間中学で受け入れることも可能であるが、不登校の学齢生徒を受け入れる場合は、不登校生徒の実態に配慮した特別の教育課程を編成することができる学びの多様化学校（いわゆる不登校特例校）の申請を要すると示しています。

○　実際に学齢生徒を受け入れることができる状況にあっては、生徒本人や保護者の意見を丁寧に聞き取るとともに、個々の生徒の状況等をしっかりと把握しながら慎重に対応していくことが重要であると認識しています。

	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課






回　　　　　　答


団体名（　　　部落解放大阪府民共闘会議　　　）

	（要望項目）
12．【外国籍生徒の受け入れについて】
国籍を問わず、夜間中学校への入学条件を満たしている入学希望者に、受け入れ校の人的配置や施設面の実情が要因となり、入学保留や待機を強いることはあってはならない。義務教育の「学習権」保障の観点からも府内全体の課題として受け入れに不備がないよう早急に対処すること。


	（回答）

○　入学受け入れの可否は各教育委員会や学校で個別面談や状況の聞きとり等をしたうえで、最終的に各設置市で判断されていることと思います。学びを必要としている方が夜間中学に入学されるために、円滑に入学できるよう、設置市と連携し府として必要な支援を引き続き行ってまいります。
















	（回答部局課名）
教育庁　市町村教育室　小中学校課
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